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ⅠⅠⅠⅠ　　　　新地方公会計財務書類新地方公会計財務書類新地方公会計財務書類新地方公会計財務書類４４４４表表表表のののの作成作成作成作成にあたってにあたってにあたってにあたって

１ １ １ １ 作成作成作成作成のののの背景背景背景背景

２ ２ ２ ２ 財務財務財務財務４４４４表表表表のののの作成基準作成基準作成基準作成基準

　地方公共団体の会計は、単年度における歳入と歳出を対比させた収支会計で、どのような

資産が形成され、将来の負債はどうなっているかといったストック情報や、行政サービス提

供のために発生したコスト情報の不足といった弱点がありました。

　平成１８年８月に総務省より公表された「地方公共団体における行政改革の更なる推進の

ための指針」により、地方公会計改革の取り組みとして、発生主義、複式簿記の考え方を取

り入れた公会計の整備が求められ、地方公共団体は特別会計や一部事務組合、第三セクター

等を含めた連結財務書類４表（貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収

支計算書）の作成及び公表に取り組むこととの方針が示されました。

　長和町では「新地方公会計制度実務研究会報告書」により総務省から示された「総務省方

式改訂モデル」により普通会計、町の会計全体、そして一部事務組合、第三セクター等を含

めた連結の財務書類を作成しました。

　総務省より示された「総務省方式改訂モデル」により以下のとおり作成しました。

　（１）作成基準日

　　　　平成２２年度末（平成２３年３月３１日）で、４月１日から５月３１日までの出納

　　　整理期間の収支は基準日までに終了したものとして処理しました。

　（２）使用数値

　　　　町の会計については昭和４４年度以降の「地方財政状況調査」、「地方公営企業決

　　　算状況調査」及び「歳入歳出決算書」等を用いました。一部事務組合、土地開発公

　　　社、第三セクターについては、各会計基準により作成された決算書類等を用いて作成

　　　しました。

　（３）資産評価方法

　　　　土地以外の有形固定資産については、定められた耐用年数により、定額法で減価償

　　　却を行っています。

　　　　また、売却可能資産の価額については固定資産税評価額（平成２２年１月１日基準

　　　日）により計上しました。

－１－



　（４）対象範囲

　　　　下記連結範囲図に記載の団体を対象とします。

　　　　一部事務組合の連結にあたっては経費負担割合により比例連結しました。

財務書類連結範囲図財務書類連結範囲図財務書類連結範囲図財務書類連結範囲図

－２－

連連連連 結結結結

・国民健康保険特別会計

・国民健康保険歯科診療所特別会計

・老人保健特別会計

・後期高齢者医療特別会計

・介護保険特別会計

・水道特別会計

・特定環境保全公共下水道特別会計

・簡易排水施設等別会計（２会計）

・観光施設事業特別会計

・一般会計

・住宅新築資金貸付特別会計

普通会計普通会計普通会計普通会計

・上田地域広域連合

・上田市長和町中学校組合

・依田窪医療福祉事務組合（２会計）

・長野県後期高齢者医療広域連合

・長和町土地開発公社

・（株）長和町振興公社

・株式会社長門牧場

町全体町全体町全体町全体



３ ３ ３ ３ 財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表表表表のののの相互関係相互関係相互関係相互関係

　財務書類４表は下図のとおりの相互関係を持っています。

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書 純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高

－－－－

＋＋＋＋

一般財源一般財源一般財源一般財源、、、、補助金等受入補助金等受入補助金等受入補助金等受入

±±±±

資産評価替資産評価替資産評価替資産評価替ええええ等等等等

＝＝＝＝

　・「貸借対照表」の純資産の変動を表したものが「純資産変動計算書」です。

　・「純資産変動計算書」の純資産変動原因の主なものが「行政コスト計算書」で示され

　　る純経常行政コスト。

　・「資金収支計算書」は歳計現金の動きを表し、期末歳計現金残高は「貸借対照表」の

　　歳計現金と一致します。

財務書類財務書類財務書類財務書類のののの相互関係相互関係相互関係相互関係

行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

負債負債負債負債資産資産資産資産

－３－

経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト

－－－－

経常収益経常収益経常収益経常収益

＝＝＝＝

収入収入収入収入

－－－－

支出支出支出支出

＝＝＝＝

歳計現金増減額歳計現金増減額歳計現金増減額歳計現金増減額

＋＋＋＋

期首歳計現金残高期首歳計現金残高期首歳計現金残高期首歳計現金残高

＝＝＝＝

純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト純資産純資産純資産純資産

歳計現金歳計現金歳計現金歳計現金

期末歳計現金残高期末歳計現金残高期末歳計現金残高期末歳計現金残高 期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高

純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト



ⅡⅡⅡⅡ　　　　普通会計財務書類普通会計財務書類普通会計財務書類普通会計財務書類４４４４表表表表

１ １ １ １ 貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

－４－

　流動資産 ２，２６２百万円 純資産計 ２０，８１７百万円

合　　計 ２８，２２７百万円 合　　計 ２８，２２７百万円

　公共資産 ２３，６５２百万円 　固定負債 ６，６７３百万円

　投資等 ２，３１３百万円 　流動負債 ７３７百万円

　町が住民にサービスを提供しようとするとき「お金」が必要になります。そのお金の調達

方法として大きく分けて、「自己資金」と「借金」があります。

バランスシートでは「自己資金」を「純資産」と呼び、皆さんの税金などの一般財源等、

国・県支出金をあらわし、一方「借金」は「負債」と呼び地方債などをあらわしています。

　この２つの方法で調達したお金で皆さんにサービスを提供した結果、建物や道路、土地な

ど固定資産ができたり、現金が残ったりします。これらを「資産」と呼びます。

　見方を変えると、「純資産」と「負債」のお金が形を変えて「資産」になったととらえる

ことができ、「資産」＝「負債」＋「正味資産」とバランスがとれているので、バランス

シートとも呼ばれています。

長和町普通会計貸借対照表長和町普通会計貸借対照表長和町普通会計貸借対照表長和町普通会計貸借対照表

資産計 ２８，２２７百万円 資産計 ７，４１０百万円

　貸借対照表とは、年度末における資産、負債等の状況を表した財務書類で、これまでの行

政活動によって形成された建物や土地などの資産と、その資産を形成するために要した負債

や財源の関係を表した表です。

［貸方］（かしかた）

右側は上段に「負債の部」として地方債など、下

段に「純資産の部」として、国・県からの補助

金、税金などの一般財源が記載されています。

［借方］（かりかた）

左側は全体が｢資産の部｣として、支出により形成

された有形固定資産や投資・出資金及び基金(積立

金)の状況が記載されています。

負債の部

　固定負債

　流動負債

借　　方 貸　　方

資産の部

　有形固定資産

　投資等

　流動資産

純資産の部

　国県補助金

　一般財源等

｢資産の部｣＝「負債の部」＋「純資産の

部」のバランスのとれた表となります。



２２２２　　　　行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

　貸借対照表が町の資産や負債の状況を明らかにするのに対し、行政コスト計算書は一年間

に提供した資産形成につながらない行政サービスに要したコストから、その財源である使用

料・手数料や負担金など受益者が直接負担する額を差し引くことで、行政にかかる純粋なコ

ストを明らかにしたものです。行政サービスの中には有形固定資産の減価償却費や、退職手

当引当金繰入等の実際の現金支出を伴わないコストも含まれます。行政コスト計算書を作成

することにより、行政サービス提供のコストを明確に把握し、行政活動の効率性を検討する

ことができます。

長和町普通会計行政長和町普通会計行政長和町普通会計行政長和町普通会計行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

　経常行政コスト

　　人にかかるコスト（人件費など）

　　物にかかるコスト（物件費など）

　　移転支出的なコスト（扶助費など）

　　その他のコスト（支払利息など）

　４，６９４百万円

　　　８０５百万円　　１７％

　１，９７９百万円　　４２％

　１，８５０百万円　　３９％

　　　　６０百万円　　　２％

　経常収益 　　　２５１百万円

　差引（純経常行政コスト） 　４，４４２百万円

　差引額（純経常行政コスト）が、純資産変動計算書の純経常行政コストとしてマイナス計

上されることになります。

－５－



３３３３　　　　純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

　純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどの

ように変動したかを表している計算書です。

　貸借対照表の純資産の部はこれまでの世代が負担してきた部分ですので、１年間でこれま

での世代が負担してきた部分が増えたのか減ったのかがわかることになります。

長和町普通会計純資産変動計算書長和町普通会計純資産変動計算書長和町普通会計純資産変動計算書長和町普通会計純資産変動計算書

－６－

期首純資産残高

　純経常行政コスト

　　一般財源

　　地方税

　　地方交付税

　　その他

　補助金等受入

　臨時損益

期末純資産残高

△４，４４２百万円

７２３百万円

２，９５６百万円

３０１百万円

７６５百万円

２百万円

２０，５１１百万円

２０，８１６百万円



４４４４　　　　資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書

　資金収支計算書とは、行政活動を歳計現金（資金）の流れから見たもので会計年度内にお

ける資金の増減内訳を示しています。「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、

「投資・財務的収支の部」の３区分に表示することにより、行政活動別の資金収支を明確に

しています。

「経常的収支の部」毎年継続的に行われる行政活動の資金収支を計上しています。

「公共資産整備収支の部」道路、学校などの公共資産整備にかかわる収支を計上していま

す。

「投資・財務的収支の部」基金積立金、地方債元金償還などの収支状況です。

長和町普通会計資金収支計算書長和町普通会計資金収支計算書長和町普通会計資金収支計算書長和町普通会計資金収支計算書

３５２百万円

　経常的収支の部 ２，１５８百万円

　公共資産整備収支の部 △５１５百万円

　投資・財務的収支の部 △１，４８７百万円

－７－

　合計（当年度歳計現金増減額） １５６百万円

　期首歳計現金残高 １９６百万円

　期末歳計現金残高



５５５５　　　　普通会計財務諸表普通会計財務諸表普通会計財務諸表普通会計財務諸表のののの分析分析分析分析

住民一人当たり資産及び負債

【算式】住民一人当たり資産（負債）＝資産（負債）÷人口７，０８９人（H23.3.31現在）

　資産　３，９８２千円　（前年度　３，９１０千円）

　負債　１，０４５千円　（前年度　１，０３０千円）

　住民一人当たり資産は７２千円、負債は１５千円それぞれ前年度より増加しました。

将来世代負担比率

【算式】将来世代負担比率 ＝ 地方債（固定負債、流動負債の合算）÷ 公共資産

　将来世代負担比率　２５．４％　（前年度　２４．７％）

　数値が高いほど公共資産に対する借金の割合が高いことを表し、将来世代の負担が大きい

ことを示しています。

　平成２２年度の将来世代負担比率は、前年度より０．７％増加しました。

住民一人当たり行政コスト

【算式】住民一人当たり行政コスト＝純経常行政コスト÷人口７，０８９人(H23.3.31現在)

　住民一人当たり行政コスト　６２７千円　（前年度　６１９千円）

　一人当たりの行政コストは、前年度より８千円増加しました。

－８－

参考：平成２１年度県内平均（公表済１８市１９町村）※ 総務省方式改定モデル

２１．５％（市：２２．３％、町村２０．８％）



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１公共資産 １固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 5,325,493

①生活インフラ・国土保全 8,813,101 (2) 長期未払金

②教育 5,028,469 ①物件の購入等

③福祉 928,500 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 365,671 ③その他

⑤産業振興 5,032,275 長期未払金計 0

⑥消防 326,637 (3) 退職手当引当金 1,347,333

⑦総務 3,152,902 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 23,647,555 (5) その他 0

(2) 売却可能資産 4,603 固定負債合計 6,672,826

公共資産合計 23,652,158

２流動負債

２投資等 (1) 翌年度償還予定地方債 690,708

(1) 投資及び出資金 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

①投資及び出資金 381,343 (3) 未払金 0

②投資損失引当金 0 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

投資及び出資金計 381,343 (5) 賞与引当金 46,722

(2) 貸付金 7,726 (6) その他 0

(3) 基金等 流動負債合計 737,430

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,436,989 負債合計 7,410,256

③土地開発基金 33,874

④その他定額運用基金 366,628

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,837,491 [純資産の部]

(4) 長期延滞債権 131,567 １公共資産等整備国県補助金等 3,635,850

(5) 回収不能見込額 △ 45,534

投資等合計 2,312,593 ２公共資産等整備一般財源等 18,492,876

３流動資産 ３その他一般財源等 △ 1,312,270

(1) 現金預金

①財政調整基金 1,556,275 ４資産評価差額 0

②減債基金 340,183

③歳計現金 351,438 純 資 産 合 計 20,816,456

④歳計外現金 0

現金預金計 2,247,896

(2) 未収金

①地方税 18,967

②その他 5,221

③回収不能見込額 △ 10,123

未収金計 14,065

流動資産合計 2,261,961

資産合計 28,226,712 負 債・純 資 産 合 計 28,226,712

※１他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち5,373,954千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

普通会計の将来負担額 0 千円

[内訳]普通会計地方債残高 0 千円 0 千円

　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　公営事業地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　退職手当負担見込額 0 千円 0 千円

　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

基金等将来負担軽減資産 0 千円

[内訳]地方債償還額等充当基金残高 0 千円

　　　地方債償還額等充当歳入見込額 0 千円

　　　地方債償還額等充当交付税見込額 0 千円

(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 0 千円

※５有形固定資産のうち、土地は3,844,075千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は22,303,218千円です。

長和町普通会計貸借対照表
(平成23年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0

401,847

9,771

184,251

41,997

1,118,709

0

14,202

1,770,777

383,647

0

1,387,130

1,770,777

0

0

0

0

※４普通会計の将来負担に関する情報 金額

[内訳]

負債計上 注記

0

0
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

①資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

②平成22年度における一時借入金の借入限度額は800,000千円です。

③支払利息のうち、一時借入金利子は０千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

収入総額 6,049,346 千円

繰越金 △ 105,603 千円

地方債発行額 △ 886,897 千円

財政調整基金等取崩額 0 千円

支出総額 △ 5,697,908 千円

地方債償還額 858,272 千円

財政調整基金等積立額 94,055 千円

基礎的財政収支 311,265 千円

長和町普通会計資金収支計算書
自 平成22年4月1日

至 平成23年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

832,123

886,341

251,826

609,707

75,652

472,146

40,017

3,167,812

713,141

2,955,844

636,389

199,746

41,033

84,229

490,097

△ 5,519

210,591

5,325,551

2,157,739

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

743,515

948

113,400

857,863

129,028

206,800

5,969

853

342,650

△ 515,213

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

60,000

517,607

2,089

399,917

782,620

0

1,762,233

0

63,016

0

190,000

2,969

351,438

－12－

19,557

275,542

△ 1,486,691

0

155,835

195,603



ⅢⅢⅢⅢ　　　　町全体町全体町全体町全体のののの財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表表表表

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１公共資産 １固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 18,215,579 ①普通会計地方債 5,325,493

②教育 5,028,469 ②公営事業地方債 5,468,188

③福祉 928,500 地方債計 10,793,681

④環境衛生 4,575,724 (2) 長期未払金 0

⑤産業振興 5,373,191 (3) 引当金 1,438,512

⑥消防 326,637 (うち退職手当等引当金) 1,438,512

⑦総務 3,152,902 (うち損失補償等引当金) 0

⑧収益事業 0 (その他の引当金) 0

⑨その他 0 (4) その他 0

有形固定資産合計 37,601,002 固定負債合計 12,232,193

(2) 無形固定資産 0

(3) 売却可能資産 4,603 ２流動負債

公共資産合計 37,605,605 (1) 翌年度償還予定地方債 1,051,093

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

２投資等 (3) 未払金 0

(1) 投資及び出資金 381,343 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(2) 貸付金 7,726 (5) 賞与引当金 51,206

(3) 基金等 2,217,152 (6) その他 57

(4) 長期延滞債権 204,256 流動負債合計 1,102,356

(5) その他 0

(6) 回収不能見込額 △ 62,784 負債合計 13,334,549

投資等合計 2,747,693

３流動資産

(1) 資金 2,447,551

(2) 未収金 51,694

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 0

(5) 回収不能見込額 △ 15,892

流動資産合計 2,483,353 純 資 産 合 計 29,502,102

４繰延勘定 0

資産合計 42,836,651 負 債・純 資 産 合 計 42,836,651

長和町全体の貸借対照表

(平成23年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

期末資金残高

長和町全体の資金収支計算書
自 平成22年4月1日

至 平成23年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

929,220

1,125,728

1,622,201

888,755

192,502

437,329

5,195,735

713,141

2,955,844

1,244,357

199,746

620,724

274,685

413,171

85,920

490,097

0

0

61,045

183,050

7,241,780

2,046,045

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,260,082

112,992

1,373,074

308,988

312,200

0

16,121

111,628

748,937

△ 624,137

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

60,000

439,567

2,089

1,148,603

0

0

0

△ 159,842

1,490,417

0

63,016

0

335,000

0

2,969

2,155,013

2,447,551

－16－

0

△ 39,938

361,047

△ 1,129,370

0

292,538



ⅣⅣⅣⅣ　　　　連結財務連結財務連結財務連結財務４４４４表表表表

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１公共資産 １固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 18,215,579 ①普通会計地方債 5,325,493

②教育 5,829,914 ②公営事業地方債 7,925,799

③福祉 1,347,273 地方公共団体計 13,251,292

④環境衛生 7,638,533 (2) 関係団体

⑤産業振興 5,817,586 ①一部事務組合・広域連合地方債 101,607

⑥消防 414,678 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 3,160,898 ③第三セクター等長期借入金 138,150

⑧収益事業 0 関係団体計 239,757

⑨その他 0 (3) 長期未払金 4,039

有形固定資産合計 42,424,461 (4) 引当金 2,010,123

(2) 無形固定資産 1,950 (うち退職手当等引当金) 2,010,123

(3) 売却可能資産 4,603 (うち損失補償等引当金) 0

公共資産合計 42,431,014 (その他の引当金) 0

(5) その他 4,993

固定負債合計 15,510,204

２投資等

(1) 投資及び出資金 25,709 ２流動負債

(2) 貸付金 15,117 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 3,544,877 ①地方公共団体 1,284,441

(4) 長期延滞債権 205,964 ②関係団体 26,098

(5) その他 3,797 翌年度償還予定額計 1,310,539

(6) 回収不能見込額 △ 62,804 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 30,000

投資等合計 3,732,660 (3) 未払金 133,045

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 114,211

３流動資産 (6) その他 114,941

(1) 資金 2,983,835 流動負債合計 1,702,736

(2) 未収金 402,796

(3) 販売用不動産 43,792 負債合計 17,212,940

(4) その他 115,526

(5) 回収不能見込額 △ 15,928

流動資産合計 3,530,021

４繰延勘定 860

純 資 産 合 計 32,481,615

資産合計 49,694,555 負 債・純 資 産 合 計 49,694,555

連結貸借対照表
(平成23年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

－17－
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

連結資金収支計算書
自 平成22年4月1日

至 平成23年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,336,928

2,480,434

2,290,220

567,623

261,042

617,775

8,554,022

713,141

2,955,844

1,530,827

220,160

879,601

274,685

3,301,351

129,403

490,097

0

5,000

66,307

215,895

10,782,311

2,228,289

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,361,672

112,992

0

0

0

26,164

1,500,828

310,225

400,495

0

16,121

113,564

840,405

△ 660,423

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

△ 530

63,422

460,927

2,089

1,418,037

28,261

0

△ 871

△ 334,411

1,636,924

0

63,016

0

335,000

0

2,969

0

△ 38,576

2,983,835

－20－

362,409

△ 1,274,515

0

293,351

2,672,891

17,593



ⅤⅤⅤⅤ　　　　財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表要約版表要約版表要約版表要約版

長和町普通会計財務書類4表長和町普通会計財務書類4表長和町普通会計財務書類4表長和町普通会計財務書類4表（（（（要約版要約版要約版要約版））））

経常費用 4,693,850

公共資産 23,652,158 固定負債 6,672,826 人にかかるコスト 804,926

　・有形固定資産 23,647,555 　・地方債 5,325,493 　・人件費 712,298

　・売却可能資産 4,603 　・退職手当引当金 1,347,333 　・退職手当引当金繰入等 45,906

　・賞与引当金繰入等 46,722

投資等 2,312,593 流動負債 737,430 物にかかるコスト 1,979,155

　・投資及び出資金 381,343 　・翌年度償還予定地方債 690,708 　・物件費 886,341

　・貸付金 7,726 　・賞与引当金 46,722 　・維持補修費 40,017

　・基金等 1,837,491 　・減価償却費 1,052,797

　・長期延滞債権 131,567 移転支出的なコスト 1,849,583

　・回収不能見込額 △ 45,534 負債合計 7,410,256 　・社会保障給付 251,826

　・補助金等 609,707

流動資産 2,261,961 公共資産等整備国県補助金等 3,635,850 　・他会計等への支出額 987,102

　・財調、減債基金 1,896,458 公共資産等整備一般財源等 18,492,876 　・他団体への公共資産整備補助金 948

　・歳計現金 351,438 その他一般財源等 △ 1,312,270 その他のコスト 60,186

　・未収金 24,188 資産評価差額 0 　・支払利息 75,652

　・回収不能見込額 △ 10,123 　・回収不能見込計上額 △ 15,466

純資産合計 20,816,456 経常収益 251,447

資産合計 28,226,712 負債・純資産合計 28,226,712 純経常行政コスト 4,442,403

2,157,739 期首純資産残高 20,510,970

　　　　支出合計 3,167,812 　純経常行政コスト △ 4,442,403

　　　　収入合計 5,325,551

　　公共資産整備収支 △ 515,213 　一般財源 3,980,226

　　　　支出合計 857,863 　　・地方税 722,952

　　　　収入合計 342,650 　　・地方交付税 2,955,844

　　投資・財務的収支 △ 1,486,691 　　・その他 301,430

　　　　支出合計 1,762,233 　補助金等 765,417

　　　　収入合計 275,542 　臨時損益 2,805

　　当年度歳計現金増減額 155,835 　資産評価替 △ 559

　　期首歳計現金残高 195,603

　　期末歳計現金残高 351,438 期末純資産残高 20,816,456

※矢印は各表の相互関係を表します。

　　経常的収支

－21－

長和町普通会計貸借対照表長和町普通会計貸借対照表長和町普通会計貸借対照表長和町普通会計貸借対照表 長和町普通会計行政長和町普通会計行政長和町普通会計行政長和町普通会計行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

資産の部 負債の部

純資産の部

長和町普通会計資金収支計算書長和町普通会計資金収支計算書長和町普通会計資金収支計算書長和町普通会計資金収支計算書 長和町普通会計純資産変動計算書長和町普通会計純資産変動計算書長和町普通会計純資産変動計算書長和町普通会計純資産変動計算書



長和町全体長和町全体長和町全体長和町全体のののの財務書類4表財務書類4表財務書類4表財務書類4表（（（（要約版要約版要約版要約版））））

経常費用 6,646,828

公共資産 37,605,605 固定負債 12,232,193 人にかかるコスト 911,739

　・有形固定資産 37,601,002 　・普通会計地方債 5,325,493 　・人件費 791,381

　・売却可能資産 4,603 　・公営事業地方債 5,468,188 　・退職手当引当金繰入等 69,152

　・退職手当引当金 1,438,512 　・賞与引当金繰入等 51,206

投資等 2,747,693 物にかかるコスト 2,724,298

　・投資及び出資金 381,343 流動負債 1,102,356 　・物件費 1,125,728

　・貸付金 7,726 　・翌年度償還予定地方債 1,051,093 　・維持補修費 58,268

　・基金等 2,217,152 　・賞与引当金 51,206 　・減価償却費 1,540,302

　・長期延滞債権 204,256 　・その他 57 移転支出的なコスト 2,833,514

　・回収不能見込額 △ 62,784 　・社会保障給付 1,622,201

　・補助金等 888,755

流動資産 2,483,353 負債合計 13,334,549 　・他会計等への支出額 321,610

　・資金 2,447,551 　・他団体への公共資産整備補助金 948

　・未収金 51,694 その他のコスト 177,277

　・回収不能見込額 △ 15,892 　・支払利息 192,502

純資産合計 29,502,102 　・回収不能見込計上額 △ 29,085

　・その他行政コスト 13,860

経常収益 1,550,441

資産合計 42,836,651 負債・純資産合計 42,836,651 純経常行政コスト 5,096,387

2,046,045 期首純資産残高 29,115,621

　　　　支出合計 5,195,735 　純経常行政コスト △ 5,096,387

　　　　収入合計 7,241,780

　　公共資産整備収支 △ 624,137 　一般財源 3,927,277

　　　　支出合計 1,373,074 　　・地方税 722,952

　　　　収入合計 748,937 　　・地方交付税 2,955,844

　　投資・財務的収支 △ 1,129,370 　　・その他 248,481

　　　　支出合計 1,490,417 　補助金等 1,553,345

　　　　収入合計 361,047 　臨時損益 2,805

　　当年度資金増減額 292,538 　資産評価替 △ 559

　　期首資金残高 2,155,013

　　期末歳計現金残高 2,447,551 期末純資産残高 29,502,102

※矢印は各表の相互関係を表します。

　　経常的収支

－22－

長和町全体長和町全体長和町全体長和町全体のののの借対照表借対照表借対照表借対照表 長和町全体長和町全体長和町全体長和町全体のののの行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

資産の部 負債の部

純資産の部

長和町全体長和町全体長和町全体長和町全体のののの資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書 長和町全体長和町全体長和町全体長和町全体のののの純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書



連結財務書類4表連結財務書類4表連結財務書類4表連結財務書類4表（（（（要約版要約版要約版要約版））））

経常費用 10,169,764

公共資産 42,431,014 固定負債 15,510,204 人にかかるコスト 2,289,663

　・有形固定資産 42,424,461 　・普通会計地方債 5,325,493 　・人件費 2,038,534

　・無形固定資産 1,950 　・公営事業地方債 7,925,799 　・退職手当引当金繰入等 136,921

　・売却可能資産 4,603 　・一組広域地方債 101,607 　・賞与引当金繰入等 114,208

投資等 3,732,660 　・三セク等長期借入金 138,150 物にかかるコスト 4,391,151

　・投資及び出資金 25,709 　・長期未払金 4,039 　・物件費 2,459,743

　・貸付金 15,117 　・退職手当引当金 2,010,123 　・維持補修費 95,407

　・基金等 3,544,877 　・その他 4,993 　・減価償却費 1,836,001

　・長期延滞債権 205,964 流動負債 1,702,736 移転支出的なコスト 2,905,255

　・その他 3,797 　・翌年度償還予定額（地方公共） 1,284,441 　・社会保障給付 2,290,221

　・回収不能見込額 △ 62,804 　・翌年度償還予定額（関係団体） 26,098 　・補助金等 574,987

流動資産 3,530,021 　・短期借入金 30,000 　・他会計等への支出額 39,099

　・資金 2,983,835 　・未払金 133,045 　・他団体への公共資産整備補助金 948

　・未収金 402,796 　・賞与引当金 114,211 その他のコスト 583,695

　・販売用不動産 43,792 　・その他 114,941 　・支払利息 261,042

　・その他 115,526 負債合計 17,212,940 　・回収不能見込計上額 △ 28,737

　・回収不能見込額 △ 15,928 　・その他行政コスト 351,390

繰延勘定 860 純資産合計 32,481,615 経常収益 4,809,283

資産合計 49,694,555 負債・純資産合計 49,694,555 純経常行政コスト 5,360,481

2,228,289 期首純資産残高 31,989,211

　　　　支出合計 8,554,022 　純経常行政コスト △ 5,360,481

　　　　収入合計 10,782,311

　　公共資産整備収支 △ 660,423 　一般財源 4,011,464

　　　　支出合計 1,500,828 　　・地方税 722,952

　　　　収入合計 840,405 　　・地方交付税 2,955,844

　　投資・財務的収支 △ 1,274,515 　　・その他 332,668

　　　　支出合計 1,636,924 　補助金等 1,841,603

　　　　収入合計 362,409 　臨時損益 △ 945

　　翌年度繰上充用金増減額 0 　資産評価替 △ 559

　　当年度資金増減額 293,351 　その他 1,322

　　期首資金残高 2,672,891

　　経費負担割合変更に伴う差額 17,593

　　期末歳計現金残高 2,983,835 期末純資産残高 32,481,615

※矢印は各表の相互関係を表します。

　　経常的収支

－23－

連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表 連結行政連結行政連結行政連結行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

資産の部 負債の部

純資産の部

連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書 連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書


